
UICC 日本委員会

UICC日本委員会 Japan National Committee for 
UICC（UICC－Japan）は、UICCに加盟している日本の
組織が集結し、世界対がん宣言の実現に努力するUICCの
支援を目的の一つとして、連携しながら活動している日本
の独立組織で、事務局を（公財）がん研究会に置いている。
日本の主要ながん専門学会、がんセンター、研究所、研究
基金、病院、対がん協会などが参加している。

UICC本部と連携しながら　毎年2月4日のWor ld 
Cancer Dayに各地でシンポジウムを、また日本癌学会
や日本癌治療学会においてUICCセッションなどを実施・
開催している。
山際－吉田国際がん研究フェローシップの運用基金を会
員組織と賛助会員の寄付で用意し、UICCに委託して運営
している。この事業は1975年以来40年に亘り続けてお
り、既に500人を超える世界の研究者が恩恵を受けてお
り、日本の民間からの継続的貢献として評価されている。
UICC－Asia Regional Office（ARO）に活動資金を提
供し、その活動を支援している。
各種の委員会を設置し、世界対がん宣言に沿った事業を
企画し活動している。
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【委員長】 野田　哲生 （がん研究会）

【幹　事】　
　総　務 中釜　　斉 （国立がん研究センター）
　学　術 垣添　忠生 （日本対がん協会）
　財　務 吉田　和弘 （岐阜大学大学院医学系研究科）
　ARO担当 野田　哲生 （がん研究会）
　予防・疫学領域担当 浜島　信之 （名古屋大学大学院医学系研究科）
　事務局担当 大野　真司 （がん研究会有明病院）

【監　事】　 増井　　徹 （国立精神・神経医療研究センター）
 池田　徳彦 （東京医科大学）

【専門委員会委員長】 
　疫学予防委員会 浜島　信之 （名古屋大学大学院医学系研究科）
　喫煙対策委員会 望月友美子 （前 日本対がん協会）
　患者支援委員会 北川　雄光 （慶応大学医学部）
　TNM委員会 佐野　　武 （がん研究会有明病院）
　広報委員会 河原 ノリエ （東京大学大学院情報学環）
　小児がん委員会 中川原　章 （佐賀国際重粒子線がん治療財団）
　対がん協会 石田　一郎 （日本対がん協会）

【UICC－AsiaRegionalOffice（ARO）】
 野田　哲生 （がん研究会）
【UICC 本部】
　Fellowship 委員
 中釜　　斉 （国立がん研究センター）
　TNM 委員 淺村　尚生 （慶応大学医学部）

【名誉会員】 井口　　潔 （元がん集学的治療研究財団）
 青木　國男 （元愛知県がんセンター）
 富永　祐民 （元愛知県がんセンター）
 大島　　明 （元大阪府立成人病センター）
 武藤徹一郎 （がん研究会）
 北川　知行 （がん研究会）
 田島　和雄 （元愛知県がんセンター、三重大学）

【日本委員会事務局（がん研究会内）】
 神田　浩明 （研究：幹事会担当）（埼玉県立がんセンター）
 関本　敏之 （事務：委員長業務補佐）
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【賛助会員】 協和キリン株式会社 （山極－吉田国際奨学金） 
 （公社）日本放射線腫瘍学会

1966年
東京で開催された
UICC世界がん会議

（第9回）

UICCについて

優先する活動分野

すべての人に治療を ――― 国の取り組みを活性化

私たちの最も重要な資産である会議と連携の
能力を強化する:

●世界のがんコミュニティーの重要な会議の
機会を活用し（世界対がんデー、世界がん
会議、世界がんリーダーサミット）、これら
各イベントの影響力を高める。
●認知を拡大し、広がりを最大化し、参加を促
し、革新的な方法を開発し、開催したイベント
ですべての関係者が対話に参加するように
する。
●新たなメンバーやパートナーを私たちのファ
ミリーに積極的に迎え入れ、彼らの考え方や
見識がグローバルな舞台に届くようにする。
●主な意思決定者を集めて、がん対策に関する
最も緊急度の高いテーマに対処させ、地域の
リーダーを結集させてネットワークを構築し
課題に対処させる。

●地域でワークショップを開催し、地域固有の
問題に対処させる。

革新的なツールとスキルを開発し、組織がさら
に良い仕事を行えるようにする:

●地域のニーズに合わせて開発した持続可能
な構想を推進し、公平性と影響力を高める。
●国際的な特別奨学金、研修コース、マスター
クラスを提供し、ニーズが最も高い分野を
学ぶ機会を増やす。

●組織管理、資金集め、連携、啓もう活動、患者
支援の専門家を結集して相互学習を促進し、
UICCメンバーの能力を高める。

●ツールキット、オンラインセミナー、オンライ
ン学習、ガイドラインなど、オンラインとオフ
ラインの両方を活用したポートフォリオを構
築することによって技術革新をフルに生か
し、グローバルに知識の共有化を図る。
●TNM悪性腫瘍分類、In t e r na t i o na l 
Journal of Cancer、Global Journal of 
Oncologyを出版し、医療専門家の間で科学
知識を今よりもさらに広める。

グローバルな取り組みを地域の活動につなげる:

●WHO NCD行動計画や持続可能な開発目標
など、がんと非伝染性疾患に関するグロー
バルな取り組みを実行するよう各国に働きか
け、2018年度の国連NCD予防・対策見直し
までに、各国で進歩が見られるよう促す。
●2005年世界保健総会でのがん対策の更新
についての合意を促し、すべての政府ががん
対策を公衆衛生の優先事項と再約束するよ
うにする。
●一連のがん治療を取り扱うがん対策構想に、
国連機関を関与させる。

●UICCメンバーの見解が2018年度の国連
の見直しおよび世界保健総会に反映される
ようにする。
●がん対策および他のNCDに支出される国家
の保健予算が拡大するようにし、がん負担に
対処するのが最も困難な国に政府開発援助
を最も大きな割合で割り当てるようにする。

包摂的な連携の確立は、UICCが
活動し影響力を発揮するための基
盤です。だからこそ、がんとの闘い
に大きな変化をもたらし、これを進
歩させるために、さまざまな利害関
係者と連携しています。

連携の相手方には、がん関連の組
織、基金、民間企業が含まれ、これ
らの組織との間で共通の目標に
基づく長期的な関係を確立してい
ます。私たちは手を携えて何百万・
何千万もの命を救うことを目指し、
会議の開催・能力強化、支援という
3つの優先分野を重視しています。

●TNM:UICCは1953年に、Dr. Pierre Denoixがまとめた悪性腫瘍に関するTNM分類を採用した。現在、
TNMはがんの病期に関する世界基準となっていて、Dr. Leslie SobinとProf. Mary Gospodarowicz
が主導するTNM分類プロジェクトを通じて、UICCは定期的にこれを見直し、更新している。

●UICCはまた、がんの発見、診断、治療に関する簡潔で利用しやすい参照用ツール、臨床腫瘍学マニュアル
（Manual of Clinical Oncology）を発行している。
●International Journal of Cancerは、UICCの公式刊行物で、実験的・臨床がん研究における一流の出版
物である。世界中の疫学研究の発表の場として有名であり、腫瘍学関連の文献では他に類を見ない。 www.uicc.org

UICCは、会議を開催し、能力を高め、がんコ
ミュニティーが連携する構想を提唱するリー
ダーとしての役割に専念することによって、世
界のがん負担を軽減し、公平性拡大を促し、
世界の医療の開発アジェンダにがん対策を組
み入れることを目指して活動しています。

UICCは、1933年に設立され、スイスのジュ
ネーブを本拠とする、最も長い歴史と最大の
規模を誇る国際がん対策機構です。162か
国に1000を超えるメンバーと、56のパー
トナーを擁し、世界の主ながん学会、保健
担当の官庁、治療研究機関、患者グループ、
業界リーダーが関与しています。

UICCは長年にわたり、がん対策に関して独
立した客観的な見解を表明する機関として
の名声を得てきました。また、世界保健機関
（WHO）や世界経済フォーラム（WEF）など、
影響力の大きな組織において、がん対策が
優先事項として取り扱われるように各国政府
が対策を講じるよう促しています。

UICCは、国連経済社会理事会（ECOSOC）
におけるステータスを活用し、国際がん研
究機関（IARC）、国連薬物犯罪事務局

（UNODC）、国際原子力機関（IAEA）など、
主な国連機関とも密接に連携しています。

UICCと傘下の多部門にわたるパートナー
は、共通の価値創造の推進に尽力し、がん
および非伝染性疾患（NCD）に関する世界疾
病負担に対処する高品質で持続可能なプロ

グラムの実施・スケールアップを目指して力
を尽くしています。

UICCは、現在約2000の組織と170か国
で構成されるグローバルな市民社会ネット
ワークであるNCDアライアンスの創設メン
バーです。

2018年には、新たにがんと診断された患者
の数が1810万人に達しました。この水準が
続けば、2040年には2940万人にまで増え
ると予想されます。この驚くべき数値が示唆
するのは、がんは健康と発展に対するグロー
バルな脅威だとして、これに対処するための
行動が明らかに緊急に要請されている今の
状況です。がんが国民の健康と医療制度に
及ぼす影響については、どの国も対策を講じ

てはいますが、がんの発症率・死亡率が最も
急激に上昇しつつある低中所得国（LMIC）に
とって、これは最も大きな負担となっていま
す。私たちは、この傾向を覆すための行動に、
今すぐ乗り出さねばなりません。

総合的ながん予防・管理を改善するための国
家による取り組みについての指針を各国政
府に提供する2017度のがん決議が採択さ

れたのを受けて、UICCは、「すべての人に治
療を」（Treatment for All）という構想を立
ち上げました。この「すべての人に治療を」と
いう構想は、UICCが提唱する重要なキャン
ペーンであり、対がんサービスへのアクセス
について世界に存在する格差に対処するよ
う、世界のがん対策コミュニティーに向けて
要請しています。これには以下の4つの柱を
立てました。

連携することによって、
がん対策を成功に
導きます

世界のリーダーを、革新的で広範な
がん対策イベントや構想に結集させる。

出版物

能力を高めて地域の
ニーズに対応する

連携して取り組むよう、グローバルな規模で要請

これまでに成功した支援活動を
強化し、今後の改革を推進する

国連機関・
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各国政府
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がん関連
組織

国際対がん連合
（UICC）について

公衆衛生に活用する
がん関連データの質を

向上させる

早期発見と正確な
がん診断にアクセスできる

人口を拡大する

早期疾患・転移性疾患に
対する質の高い治療を、

すべての人に、適時に提供する

少なくとも基本的な支持療法・
緩和ケアを、すべての人が
得られるようにする

UICCは、がんコミュニティーが連携して、世界のがん負担を軽減し、公平性拡大を促し、
世界の医療の開発アジェンダにがん対策を組み入れることを目指して活動している。
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潮流

大割 慶一
KPMGヘルスケアジャパン

代表取締役

アジア健康構想とがん
アジア医薬品・医療機器
規制調和推進に向けた提言

武見 敬三
参議院議員

中釜 斉
UICC日本委員会幹事
日本癌学会理事長
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What kinds of data could help support 
UHC for cancer care in Asia in a COVID-19 world?
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UICC-Japan and UICC-ARO Host 
International Session at Annual 
Meeting of the Japanese Cancer Association 
Hybrid meeting held in the city of Hiroshima in the 75  anniversary year of the 
atomic bombing discusses the key role of data in supporting cancer care in Asia  

(October 3, 2020) The Japan National Committee for UICC (UICC-Japan; 
Executive Chair: Dr. Tetsuo Noda) and UICC-Asia Regional Office 
(UICC-ARO) hosted a special international session at the 79  Annual 
Meeting of the Japanese Cancer Association. Due to the impact of 
COVID-19 the meeting was held in a hybrid format, with international 
participants participating virtually online, including the session Co-
Chair and President of UICC, HRH Princess Dina Mired.  

With the cancer care frontline in Asia facing severe challenges due to 
the expanding COVID-19 crisis, and the need to take a long-term 
perspective in creating self-sustaining mechanisms that will ensure 
UHC for cancer care into the future, participants gathered in the city of 
Hiroshima and online to discuss how best to realize UHC and ensure 
no-one is left behind. The particular focus for the session was the key 
importance of data and its growing importance in a post-COVID-19 
world. UICC-ARO has been a consistent supporter of cancer registries 
and data sharing among Asian countries and the meeting sought to 
discuss the kinds of data that can best help support UHC for cancer 
care, considering case studies from Japan and Malaysia, and also 
highlighting the key importance of public-private partnerships. The 
session was co-chaired by HRH Princess Dina Mired, Dr. Wataru Yasui 
(Hiroshima University) and Dr. Kazuhiro Yoshida (Gifu University).  

Opening the session, Dr. Yasui reminded participants that the 
host city Hiroshima is commemorating the 75  anniversary of 
the atomic bombing in 2020 and reiterated the determination of 
the organizers to realize world peace and a world free from 
nuclear weapons.  

In opening remarks Princess Dina Mired noted how the 
pandemic has brought new international focus to the importance 
of health as a key contributor to national safety and the urgent 
need for resilient health systems. Stating that COVID-19 has 
reminded us all to go back to the basics, she highlighted that 
data is a critical component for supporting UHC and that UICC-
ARO has been a consistent supporter of data registries. Data 
must span the full spectrum of cancer control, from prevention 
to detection, diagnosis, treatment and palliative care and be 
supported by national cancer control plans, all of which requires 
political will and the determination of governments working with 
other stakeholders.  

Dr. Saunthari Somasundaram (National Cancer Society 
Malaysia) shared Malaysia’s experiences of providing cancer 
care during the COVID-19 pandemic when the country was 
placed under a movement control order (MCO). She reported 
that all patients had experienced delays in diagnosis, treatment 
or other services due to the impact of COVID-19, and there is a 
need for command and control centers to be established in 
order to respond to pandemic situations in the future. She 
highlighted the crucial importance of data as a key enabler for 
cancer patients on their cancer journey. 

Dr. Tomohiro Matsuda (National Cancer Center, Japan) 
shared information on the current status of Asian cancer 
registries, noting that there is tremendous variance in the quality 
and volume of data available in the countries of Asia. Referring 
to international initiatives to promote cancer registries, such as 
the International Agency for Research on Cancer’s (IARC) 
Global Initiative for Cancer Registry Development (GICR), he 

noted that database linkage could be a game-changing solution 
and that it is essential to advance cross-border initiatives. 

Dr. Nirmala Bhoo-Pathy (University of Malaya) reported on 
the outcomes of the ACTION Study, a longitudinal cohort study 
of 9,513 patients with a first time diagnosis of cancer in eight 
countries in Southeast Asia. The main outcome of the study was 
financial catastrophe for patients and their families across all 
countries. The study also highlights the critical importance of 
country-specific data for policy making purposes and any future 
study would ideally have higher data granularity.  

Mr. Toshio Takiguchi (Canon Medical Systems Corporation) 
provided information on Canon Medical’s initiatives to improve 
the efficiency of medical services and provide accurate care to 
patients. He noted that in terms of solutions for the treatment of 
patients with cancer as they apply to the goal of achieving UHC, 
in addition to improving diagnostics, it is important to raise the 
level of all healthcare services throughout the patient journey. 
He also stressed the importance of promoting social awareness, 
noting that industry, governments, and academia must work 
together to promote social awareness of the available 
technologies and to publish and distribute educational materials 
that people can easily understand.  

Dr. Haruhiko Sugimura (Hamamatsu University) presented on 
the potential for an Asian oncology network for UHC from the 
perspective of pathology. He noted that disease profiles in 
Southeast Asia are converging towards the situation in Japan 
and regional and international networks could be created using 
telepathology and AI-assisted pathology in the future. 

The international session was a timely opportunity to 
concentrate minds and attention on the need for data and 
enhanced international linkage, both to overcome the 
immediate challenges presented by the COVID-19 pandemic, 
and also for the realization of UHC in Asia in the future, in a way 
that involves all stakeholders.  

UICC 日本委員会

ワールドキャンサーデーは、2000年2月4日、パリで開催された「がんサミット」から始まった
取り組みです。UICC日本委員会は、日本においてUICCに所属する29の組織や機関をとり
まとめ、UICC本部と連携しながら、各種の対がん活動を行ってきましたが、その一環としてこ
のワールドキャンサーデーの推進には力をいれてきました。
2019年から3年間のキャンペーンとして、「I AM AND I WILL」(私は今、そしてこれから私
は)が始まっています。日本からもこのメッセージキャンペーンに参加し、世界と繋がりなが
ら、それぞれの立場から声をあげて、対がん活動をさらに発展させていくことを願い、今年も
2月4日にワールドキャンサーデー2020The Light up the World を日本委員会加盟組織
のご協力の下開催しました。

UICC日本委員会では、2021年2月4日(木)のワールドキャンサーデーにオンラインで日本と世界をつなぐライト
アップイベント【LINK THE LIGHTS】と、ワーキンググループセッションをUICC本部とUICC日本委員会加盟組織共
同で開催いたします。日本全国各地で同時にUICC カラーである「ブルー」と「オレンジ」のライトアップを行い、その
様子をオンラインで共有・配信し、思いを一つにして、日本ががんに立ち向かう決意を日本と世界に発信して参ります。

本年度は2月4日がWHOの執行理事会の会期中とも重なった
ため、WHO執行理事会の中谷比呂樹議長が、会議の冒頭にワールドキャンサーデーについて触
れられ、がんに対して世界が一致して団結することの重要性について述べられました。

UICCは20周年を記念して、International 
Public Opinion Survey on Cancer 2020 
reportを出しています。がんに纏わる意識調査
で、2019年10月25日から11月25日までに合
計15,427人の成人を対象に実施された国際オ
ンライン調査ですが、リスクの認識、予防の実践
など、社会経済的背景による格差など多くの課題
が浮かび上がってきています。

ワールドキャンサーデー2020 ワールドキャンサーデー 2021

誰も取り残されない医療

UICCにとってTNM病期分類の維持と改訂は重要な活動の一つであり、日本におけるTNM活動はUICC日本委員会の
内部組織として位置付けられている「TNM委員会」を中心に行っている。
近年の重要なトピックとしては、悪性腫瘍の病期分類に用いられる指標の1つとなるTNM分類が第7版から第8版に移
行され、UICCは予定通り第8版のUICC規約を刊行し、2017年1月から運用を開始した。一方、AJCCもほぼ同内容の
TNM第8版を刊行しているが、米国内の事情から第8版の運用開始を2018年1月に延期する措置が取られた。
TNM委員会はTNM第8版の翻訳作業を行い、2017年12月15日に金原出版KKから出版された（右図）。
日本語版は英語版同様の体裁で、内容も英語版と対比できるようにページをそろえてある。
なお、英語版出版後、正誤表がUICCのウェブサイトで公開されたため、日本語版はそれを反映させたものとなっている。
是非、皆様に広く利用されることを期待する。

Union for International Cancer Control

UICC本部 TNM委員　浅村尚生（慶應義塾大病院）
UICC日本委員会 TNM委員長　佐野　武（がん研有明病院）

UICC日本委員会 TNM委員会の活動

本年も、厚生労働省にもご協力をいただき、
国際課やがん疾病対策課とも連携して、
加藤厚生労働大臣にもご協力いただきました。

・ 18:00～18:30開催。
・ 各地で行われるライトアップの様子を、
  YouTube Liveを通じてご覧いただけます。

2021年2月4日(木) 18:00～20:30 オンライン上開催
－私はいま そして これからわたしは－

ワールドキャンサーデーリポートにはUICC日本委員会の活動が報告されています。
（UICC本部HP https://www.uicc.org/　より）

Cancer & Universal Health Coverage
2019年10月15日から17日まで、
カザフスタンのアスタナでUICCのがん
リーダーズサミットが開催されました。
「Cancer and Universal Health 
Coverage」をトピックとしてWHO、
IARC、OECD、各国からのUICCメン
バー、ESMO、ASCOなどの学会関係者、
製薬団体IFPMAや民間企業など、80か国350人が集まり討論が3日間交わされました。

近年UICCはこのUHC政策にグローバルヘルスの世界でコミットするための活動を続けてきています。UICC日本委員会もそれに呼応し
てUICC-ARO活動を軸として活動しており、2020年は日本癌学会、日本癌治療学会において、Covid19時代における誰も取り残され
ないがん医療（UHC）についてUICCセッションを開催しています。
UICC日本委員会は今後もUICC-ARO活動を軸として、アジアがん医療をUHCという軸で集約化された情報を発信し、医療資源の調整
を構造化し、政策形成プロセスに研究成果をエビデンスとして位置付けるUHCの政策概念をUICCとして創出することを目指しています。

ライトアップイベントについて
がんと人生について皆さんと共に考えたいと思います。
・ 18:30～20:30開催。60分×2部構成となります。
・ ライトアップ点灯式後、テーマ毎に分かれてセッションを行います。
・ YouTube Liveを使用しオンライン上で参加が可能です。
  入退場は自由となっています。
下記のようなテーマ案からいくつか開催する予定です。
第１部
働く＜がんと就労＞、防ぐ＜タバコ＞、学ぶ＜がん教育＞、
食べる＜がんと栄養＞、備える＜がんとお金＞、頼る＜がんと相談＞
第２部
笑う＜笑いとがん＞、泣く＜グリーフケア＞、粧う＜がんとメイク＞、
暮らす＜地域でがんを生きる＞、動く＜患者会活動＞、
産む＜AYA世代がんと妊孕性＞

ワーキンググループセッションについてワーキンググループセッションについて

＊最新の情報は、ワールドキャンサーデー公式サイトよりご覧ください。 URL：https://www.worldcancerday.jp/

　　＜配信イメージ＞

開 催 場 所 ： オンライン上（YouTubeLiveにて配信予定）
プログラム  : 18時00分～18時30分　ライトアップ点灯式(全国各所で同時に点灯)
 18時30分～20時30分 ワーキンググループセッション

左 正面左側 正面右側 右


